
◆国民健康保険加入者への『高齢受給者証』を郵送します
　70歳から74歳までの国民健康保険加入者に交付している『高齢受給者証』の有効期限は、毎年７月31日ま
でです。８月１日㈪からは、７月下旬に郵送を予定している新しい『高齢受給者証』をご使用ください。

◦医療費の自己負担について
　平成26年度より、70歳から74歳までの方の
医療費の自己負担割合が変更されました。
　現役並み所得者は３割、それ以外の方で誕
生日が昭和19年４月１日までの方は１割、誕
生日が昭和19年４月２日以降の方は２割に据
え置かれています。
※『現役並み所得者』とは
現役並み所得者とは、同じ世帯の70歳から
74歳までの国民健康保険加入者で、市・道
民税の課税所得（総所得金額から所得控除
額を引いたもの）が145万円以上の方のこ
とです。

◆限度額適用認定証の有効期限は、毎年７月31日です
　入院や高額の外来診療の際、『限度額適用認定証（標準負担額減額認定証）』を医療機関へ提示すること
で、窓口での支払いが自己負担限度額までとなり、医療費の負担を抑えることができます。
　８月１日以降に継続して入院する方や入院予定のある方、高額な外来診療の予定がある方は、７月１日㈮
から事前申請を受け付けますので、国民健康保険グループまたは各支所で手続きをしてください。
　なお、限度額適用認定証は手続きを行った月の１日から有効です。
※�医療機関を受診した翌月以降に認定証の交付手続きを行った場合は、認定証の交付月より前の医療費につ
いて自己負担限度額が適用されません。
　�自己負担限度額を超える医療費の払い戻しを受けるには、高額療養費支給申請書を国民健康保険グループ
に提出していただく必要があります。
▶対象
◦70歳未満で国民健康保険に加入している方
◦70歳から74歳までで国民健康保険に加入している住民税非課税世帯の方
※国民健康保険税の納付状況などにより交付できない場合があります。
▶�持ち物　保険証、印鑑（朱肉を使うもの）、マイナンバー（個人番号）のわかる
書類、委任状（世帯が別の方が申請を行う場合のみ）

国民健康保険グループからのお知らせ
問い合わせ　国民健康保険グループ（☎�１７７１）

所得区分

平成26年４月１日まで
に70歳の誕生日を迎え
た方
（誕生日が昭和19年４
月１日までの方）

平成26年４月２日以降
に70歳の誕生日を迎え
たまたは迎える方
（誕生日が昭和19年４
月２日以降の方）

現役並み
所得者 ３割

上記以外
の方 １割 ２割
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